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（１）利用運送事業者等の偏積対策の取組み状況について

【資料1】全国通運連盟とJR貨物共同での偏積防止勉強会について
（日本貨物鉄道株式会社）

令和４年度 鉄道貨物輸送における偏積対策に関する検討会 第２回
（令和４年１０月１１日（火） 鉄道局大会議室）



全国通運連盟とJR貨物共同での偏積防止勉強会について

１．開催目的
脱線事故を防止するには、コンテナへ貨物を積込む事業者の偏積防止に対する理解が大事となる。このため、
コンテナへの積付けガイドライン等を勉強（理解）し、利用運送事業者と積込事業者の職場教育に生かすた
め、利用運送事業者の管理者を対象とした勉強会を開催している。

２．開催の要点
（１）利用運送事業者及び積込会社の実務者向けの教育。
（２）各駅に出入りする利用運送事業者の現場管理者を対象とし全国各地で開催。
（３）2022年6月から開始、9月末現在で計30か所開催。10月末までに計36か所で開催する計画。

2022年10月11日

３．勉強会の主な内容
①山陽線列車脱線事故について
・事故の概要、積荷の状況

②列車脱線に至るメカニズムについて
・偏積があると車輪が浮き上がり脱線に繋がることを図示

③脱線事故で判明した問題点
・利用運送事業者（積込み事業者まで）に周知不足

④貨物運送約款について
・コンテナ床面上に重量が均衡するよう積込むこと
・不備があった場合は、受託を中止すること

⑤コンテナへの積付けガイドラインについて
・標準的な積載パターン、偏積率試算シート

⑥養生の仕方について
・正しい養生の仕方

⑦「正しい積込み方」の問題と解説

【偏積防止勉強会】



（１）利用運送事業者等の偏積対策の取組み状況について

【資料2】偏積防止対策取組み状況について
（全国通運連盟）

令和４年度 鉄道貨物輸送における偏積対策に関する検討会 第２回
（令和４年１０月１１日（火） 鉄道局大会議室）



２０２２年１０月１１日

偏積防止対策取組み状況について

公益社団法人 全国通運連盟



[鉄道貨物協議会・小員会]

公益社団法人 全国通運連盟

偏積対策に対応する組織について

全国通運連盟の組織図

理事会 監 事

人材確保・育成委員会

幹事会

小委員会・分科会

メンバー

ＪＲ貨物 ４名

利用運送事業者 ９社 １４名

業界団体 ２団体 ２名

連盟事務局 ４名

開催状況

第１回 ４月１１日（月）

ＪＲ貨物偏積防止の業務改善サイクルについて

利用運送事業者の取組みについて

今後の偏積防止対策について（意見交換）

第２回 ４月２１日（木）

ＪＲ貨物偏積防止の業務改善サイクルに対する質問事項

利用運送事業者の取組みについて

今後の偏積防止対策について（意見交換）

第３回 ６月 ３日（金）

国土交通省による改善指示について

連盟による偏積防止等についての自主点検について

ＪＲ貨物としての取組みについて

（勉強会の開催、教育資料の作成、他）

利用運送事業者の取組みについて

第４回 ８月１８日（木）

連盟による自主点検の報告状況について

ＪＲ貨物、連盟による偏積防止勉強会の進捗状況について

偏積防止教育資料作成状況について

ＪＲ貨物と利用運送事業者間での「協定書」について

[安全環境委員会]

メンバー

国土交通省 ２名（総合政策局１､鉄道局１）

ＪＲ貨物 ３名

利用運送事業者 ６名

連盟事務局 ４名

開催状況

年５回開催（第２回 ９月２２日（木））

偏積防止に向けた取組みについて

（小委員会での議事事項を報告し委員の意見を確認。）



公益社団法人 全国通運連盟

偏積対策実施内容について

平成２４年に発生した江差線の鉄道貨物列車の脱線事故を踏まえ、安全環境委員会において対策を検討し、そもそも鉄道コンテナへの荷物の偏積

は、集配車両の転倒に繋がる非常に危険な積み付けであることから「集配車両の転倒防止」という観点から、この「偏積防止マニュアルを作成し各利

用運送事業者に平成２７年（２０１５年）１０月配布した。今般これを増刷し再度利用運送事業者に令和４年（２０２２年）３月再配布を実施した。

１．偏積防止マニュアルの再配布

偏積防止対策実施状況表

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 下半期 上半期 下半期 上半期 下半期

1 偏積防止マニュアルの再配布 連盟・通運事業者 ２０１５年作成のマニュアルを増刷し３月より配布

2 自主点検のお願い 連盟・通運事業者 第１回締切 第２回締切 最終報告

3 偏積防止勉強会 JR貨物・連盟

4 「貨物の正しい積載方」ハンドブック作成 JR貨物・連盟 年度内作成

5 「偏積防止」ドライバー積込者用ビデオ作成 JR貨物・連盟 年度内作成

6 ポータブル重量計によるサンプル調査 JR貨物
配備駅増

(12→24駅)

発見2/733個

（0.3%）

発見3/654個

（0.5%）

発見3/652個

（0.5%）
（毎月実施） （毎月実施） （毎月実施） （毎月実施） （毎月実施） （毎月実施） 以降継続

7 抜き取り確認（台帳確認、積込立会、開扉等） JR貨物
2022年度

第1回実施

2022年度

第2回実施
（四半期に１回程度実施） 以降継続

8
ハード対策整備

(輪重測定装置、簡易走行型トラックスケール)
JR貨物

設置候補位置

調査

設置候補位置

調査

トラックスケール

神戸タ駅設置

トラックスケール

試験開始

増設・新設

設備投資決定

トラックスケール

試験継続
順次着工・整備 （以後も順次計画・整備） 以降継続

9 偏積防止に関する協定書の締結 JR貨物・通運事業者

10 顧客向け偏積防止リーフレットの作成 JR貨物・連盟 年度内作成

11 サンプル調査による偏積事例の検討等 JR貨物・連盟 半期毎開催 半期毎開催 半期毎開催 半期毎開催 半期毎開催 以降継続

実施内容 実施者

第3四半期中に締結

6/15隅田川駅から10/28姫路貨物駅まで全３９駅で開催 １１月以降欠席者対応として第２回開催を検討

２０２３年度 ２０２４年度

未回収先要請

２０２２年度



公益社団法人 全国通運連盟

偏積対策実施内容について

国土交通省の保安監査を経て、国土交通省よりＪＲ貨物に対して「改善指示」が発信され、その後ＪＲ貨物より全国通運連盟に対して「改善
指示」に基づいた偏積再発防止対策への要請がなされた。これに基づき全国通運連盟では「偏積防止対策等についての自主点検のお願
い」を令和４年５月２４日会員事業者へ発信した。

２．自主点検のお願い

偏積防止対策自主点検報告（途中集計）

配布事業者数 回収事業者数 回収率 回答事業所数

296 177 59.8% 183

他積込会社によ

る積込 割合

偏積防止マニュ

アル関係 割合

私有・ISO

タンク等関係 割合

該当あり 74 35.2% 162 77.1% 61 29.0%

該当なし 136 64.8% 48 22.9% 146 69.5%

合計 210 100.0% 210 100.0% 210 100.0%

顧客数 411 — — — — —

積込会社数 208 — — — — —

ガイドラインの

周知状況 割合
写真撮影・保存

割合

偏積率試算・

保存 割合

偏積率10%超時

の改善 割合

偏積発生時の原因

究明と再発防止策 割合

実施済数 177 85.1% 156 75.0% 149 71.6% 121 58.2% 119 57.2%

未実施数 31 14.9% 52 25.0% 59 28.4% 87 41.8% 89 42.8%

合計 208 100.0% 208 100.0% 208 100.0% 208 100.0% 208 100.0%

マニュアルの

周知状況 割合

左右車高差の

計測 割合

実施済数 155 95.7% 138 85.2% 64 100.0%

未実施数 7 4.3% 24 14.8% 0 0.0%

合計 162 100.0% 162 100.0% 64 100.0%

※日通、日本フレートライナーについては事業所別に各社個別対応中

(2022年9月30日現在） 

区分
私有・ISO

タンク等関係

点検項目

積込会社へのガイドライン周知状況

偏積防止マニュアル関係

割合

区分

区分



公益社団法人 全国通運連盟

偏積対策実施内容について

ＪＲ貨物、全国通運連盟による偏積防止勉強会を、６月１５日の隅田川駅から１０月２８日の姫路貨物駅まで全３９駅にて開催。冒頭、全国
通運連盟より勉強会の趣旨及び自主点検の実施要請をし、ＪＲ貨物による９０分講義を各駅利用運送事業者の管理者を中心に行っている。

３．偏積防止勉強会

４．「貨物の正しい積載方」ハンドブック作成

ＪＲ貨物、全国通運連盟共同で積込現場の作業者や集荷のドライバー他現場第一線の作業実施者向けとしてハンドブック及びビデオを作
成中。また、顧客向けリーフレットを作成し鉄道利用顧客への配布を検討している。

５．「偏積防止」ドライバー積込者用ビデオ作成

※上記ハンドブック及びリーフレットは検討中の資料

１０．「顧客向け偏積防止」リーフレット作成



公益社団法人 全国通運連盟

偏積対策の継続について

ＪＲ貨物による「コンテナ貨物の偏積の防止措置の取組みについて」による偏積発見時の業務改善サイクルの流れ構築の「偏積発見時フ
ロー」に基づき、偏積コンテナ発見通知書等ＪＲ貨物制定の様式により、偏積コンテナ発生事業者等の共有及び改善状況等を鉄道貨物協議
会小委員会にて、その内容を検討し更なる改善対策に繋げ、これを繰り返し実施する。

１１．サンプル調査による偏積事例の検討等

ＪＲ貨物 改善指示

改善措置

改善確認

改善措置

改善報告

偏積検知

６か月後、１年後フォロー 利用運送事業者 積込事業者

「保証」に対する
信頼性の向上

改善指導

全国通運連盟



（１）利用運送事業者等の偏積対策の取組み状況について

【資料3】偏積問題に対する利用運送事業者の取組み状況について
（日本通運株式会社）

令和４年度 鉄道貨物輸送における偏積対策に関する検討会 第２回
（令和４年１０月１１日（火） 鉄道局大会議室）



偏積問題に対する
利用運送事業者の取組み状況について

October  11, 2022
NIPPON EXPRESS CO., LTD. 

令和４年度 鉄道貨物輸送における偏積対策に関する検討会（第２回）
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偏積対策に関わる相関関係と利用運送事業者の取組状況（江差線脱線事故後）

ＪＲＦ 全国通運連盟

業界全体の対策支援
・偏積防止ﾏﾆｭｱﾙの作成と周知
・安全対策用「チラシ」作成
・ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ重量計、輪重測定器で
の偏積事例による防止徹底

偏積防止の要請
・（貨物運送約款に基づいた）

積付方の注意喚起
・偏積防止マニュアルの作成

ハード対策による
バックアップ

・ポータブル重量計、
輪重測定器の設置（江差線）等

偏積発見コンテナの
事例展開

台帳の定期確認

ＪＲＦ各種施策の
業界全体取組支援
・積付状況の再確認

・コンテナ積付ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの周知
・台帳作成、写真撮影

鉄道貨物協会

積付写真撮影
・台帳作成、写真撮影

・コンテナ積付ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成
・偏積率試算シートの活用

ＮＸ
通運部

鉄道拠点

発荷主

積付台帳

従業員教育の強化

積付写真従業員教育 発荷主案内

周知、教育支援

利用運送事業者

・積付方の注意喚起 ・偏積防止マニュアルの周知

適正積付の徹底 ・偏積率試算シートの活用、ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝに基づく適正積付

風化防止対策 赤字記載の対策を中心に取組み

発荷主

偏積事例の展開 ・指導層向け全国会議 ・ドライバー用「品質朝礼」

１
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偏積対策に関わる相関関係と利用運送事業者の取組状況（セノハチ線脱線事故後）

貨物運送約款の改定
・利用運送者責任の明確化
・偏積確認行為の規定

・偏積貨物の受託拒否規定

ＪＲＦ
ＮＸ
通運部

鉄道拠点

発荷主

全国通運連盟

他社積込貨物

業界全体の対策協議
・小委員会における継続協議
・ドライバー用教育ビデオ作成

・荷主向けチラシ
情報システム改修

・IT-FRIENSによる利用運送事
業者の宣誓の義務付け

偏積防止の再要請
・ガイドライン等教育資料に
基づく全国講習会の実施

ハード対策による
バックアップ強化
・ポータブル重量計、
輪重測定器の増設等

偏積発見時の
対応の明確化

積込状況の抜取り確認
・4半期毎

ＪＲＦ各種施策の
業界全体取組支援
・実態調査や課題整理

風化防止に向けた
年間プログラムの策定

積付台帳

従業員教育の強化

積付写真 積込者サイン

従業員教育 発荷主案内 積込協力要請

履行確認・改善指導

積付写真

偏積確認申告鉄道貨物協会

会員企業への周知活動
など今後の関与を期待

利用運送事業者

・指導層向け全国会議 ・ドライバー用「品質朝礼」

適正積付の再徹底 ・3点セットによる台帳整備 ・写真撮影（非定型貨物）

ハード対策

約款改定の案内 当社制定フォームによる個別案内

風化防止対策の継続 赤字記載の対策を中心に取組中

発荷主

・歪みゲージによる計測他

偏積確認申告 積込者の偏積確認申告(全ｺﾝﾃﾅ対象)

積込会社の偏積確認申告(全ｺﾝﾃﾅ対象)他社積込貨物

２
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ＮＸにおける偏積対策取組状況①

１．偏積防止対策（マニュアル）による教育指導

Ａ．2022年1月（山陽線脱線事故後）、全国の拠点を対象とした
偏積防止再発防止対策会議を開催

（以後、月例会議、期首会議等で繰り返し周知）

※全国通運連盟作成の「集配作業における転倒防止に向けた
偏積防止マニュアル」を全拠点へ再配布

※ＪＲＦのガイドライン等を再徹底

Ｂ．全拠点、特に集配ドライバーを
対象とした「品質朝礼」制度を
活用し、従業員を対象とした
教育を推進

※品質朝礼は、
破損、汚損、危険品漏洩、
コンテナ異常などに起因する
様々な事故や問題について
発生事例や過去の対策を元に
全国の拠点へ水平展開、対策
周知を図ることを目的に、
毎週水曜日に実施

２．積付実態の再確認

Ａ．積付実態の確認
Ｂ．偏積率確認台帳の作成
荷主名や集貨先、積載貨物や積載個数などの基本情報に加え
①積付図、②積付写真、③偏積率計算結果の３点をセット
荷主別、積付パターン別に作成

※台帳登録数（2022年9月現在）

Ｃ．写真撮影（非定型貨物）
ＪＲ貨物が指定する非定型貨物は
都度写真撮影し、2週間保存

ブロック 登録件数
北海道・東北 815
関東・甲信越 533

中部 399
関西 305

中国・四国 496
九州 432
全国計 2,980

３
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ＮＸにおける偏積対策取組状況②

３．偏積確認申告ルール（追加対策）

Ａ．当社積込貨物
2022年7月7日より、
「集貨連絡書に対する積付者による適正積込サイン」の
取組みを開始
※下記サンプル参照

Ｂ．他社積込貨物
積込会社による申告（様式等任意）を要請
集貨連絡書へのサインとする運用実態もあり

このコンテナは貨物運送約款やコンテナへの
貨物積付ガイドラインなどを遵守し、偏積な
く適正な積込みを確認しました

４．改定約款の周知

Ａ．2022年4月20日の貨物運送約款改定に伴い
①社内関係者への周知 （下記左参照）
②発荷主、積込会社への周知 （下記右参照）

（１）お客様が積込・積付けする場合、お客
様が積込・当社が積付けする場合、当社が積
込・積付けする場合、すべてのパターンにお
いて、偏積が無い状態で貨物を積載すること
にご理解とご協力をお願いいたします。

（２）ＪＲ貨物または当社による偏積測定に
より、偏積が検知または予期された場合は、
開扉による内部確認を行う場合があります。
また、偏積の解消が確認されるまで、運送が
出来なくなります。

（３）万が一、偏積による事故等が生じた場
合にＪR貨物による積込場所への立ち入り調査
が行われます。

（４）お客様自身や、お客様が直接お取引し
ている当社ではない会社様によって、既に貨
物の積載が完了した状態でコンテナのまま当
社へお引渡しされる場合など、当社が積載状
態を把握できない貨物に関しては、必ず、偏
積の無い状態で、コンテナ内の貨物の積み付
けを実施の上で、お引渡しをお願いいたしま
す。また、託送の都度、偏積の無い積付状態
であることについて、ご申告をお願いいたし
ます。

４
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ＮＸにおける偏積対策取組状況③

５．本社部門による履行確認や改善指導

Ａ．データや書類による確認
①積付台帳 ・・・ 全社共有ファイルサーバで定期確認
②積付写真 ・・・ 当社積込貨物は拠点保存

他社積込貨物はファイルサーバ保存
（毎月１回最新版を更新）

③積込者サイン ・・・ 拠点保存
④従業員教育 ・・・ 拠点保存

Ｂ．現地実態確認
他社積込貨物取扱拠点を中心に実態確認

※他社積込貨物取扱状況（2022年9月現在）

30拠点50社

本社から拠点への一方的な指示に留めず、
拠点作成の台帳や取得写真のサーバ保存による進捗確認や
現地実態確認による不備確認（指導）など、
双方向性の伴う取組みを推進

５
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（再掲）偏積対策に関わる相関関係と利用運送事業者の取組状況（セノハチ線脱線事故後）

貨物運送約款の改定
・利用運送者責任の明確化
・偏積確認行為の規定

・偏積貨物の受託拒否規定

ＪＲＦ
ＮＸ
通運部

鉄道拠点

発荷主

全国通運連盟

他社積込貨物

業界全体の対策協議
・小委員会における継続協議
・ドライバー用教育ビデオ作成

・荷主向けチラシ
情報システム改修

・IT-FRIENSによる利用運送事
業者の宣誓の義務付け

偏積防止の再要請
・ガイドライン等教育資料に
基づく全国講習会の実施

ハード対策による
バックアップ強化
・ポータブル重量計、
輪重測定器の増設等

偏積発見時の
対応の明確化

積込状況の抜取り確認
・4半期毎

ＪＲＦ各種施策の
業界全体取組支援
・実態調査や課題整理

風化防止に向けた
年間プログラムの策定

積付台帳

従業員教育の強化

積付写真 積込者サイン

従業員教育 発荷主案内 積込協力要請

履行確認・改善指導

積付写真

偏積確認申告鉄道貨物協会

会員企業への周知活動
など今後の関与を期待

利用運送事業者

・指導層向け全国会議 ・ドライバー用「品質朝礼」

適正積付の再徹底 ・3点セットによる台帳整備 ・写真撮影（非定型貨物）

ハード対策

約款改定の案内 当社制定フォームによる個別案内

風化防止対策の継続 赤字記載の対策を中心に取組中

発荷主

・歪みゲージによる計測他

偏積確認申告 積込者の偏積確認申告(全ｺﾝﾃﾅ対象)

積込会社の偏積確認申告(全ｺﾝﾃﾅ対象)他社積込貨物

6
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偏積対策に関わる実施課題と取組みの方向性①

１．偏積率測定に関する積込者の感覚依存

多品種でバラ積み貨物など偏積率計算シートによる「偏積率」の
算定が困難な貨物については、ドライバーなど積込者の感覚に依存

「偏積許容率（10%以下）」という絶対的な閾値を遵守すること
が利用運送事業者側に求められているが、例えば「速度メーター」
のようなドライバーが判断できる計測器や運用ルールがなければ、
積込者の負担やストレスが発生

7

ハード対策の導入検討状況

Ａ．傾き計測器等による実測調査（3月中旬～）

・トラックスケール、ポータブル重量計は適正な計測が出来たものの運用困難なため断念
・傾き計測器は利用可能な計測値が出ないため断念

Ｂ．その他検討中の対策内容

①トラックのエアサスペンション関連機器測定データによる
車両偏荷重測定の可能性

②タイヤ空気圧による車両偏荷重測定の可能性

③歪みゲージ測定値によるコンテナ偏荷重測定の可能性

④大型フォークリフトによるコンテナ偏荷重測定の可能性

⑤集貨車両荷台の左右高さ差より、適否を簡便に判定するアプリの開発

今後の技術的発展と共に検討する課題
ドライバーの

負担を軽減

ＣＡＮデータなど既存データの活用

計測値の

見える化

他用途技術の応用による新スキームづくり

客観的で確実な合否判定

アラート発出による安全策向上
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偏積対策に関わる実施課題と取組みの方向性②

２．お客様周知と風化防止

コンテナ内に貨物を適正に積み付けする上で、お客様（積込者）
のご理解とご協力が不可避であり、一過性とならないように業界を
挙げて継続的な周知活動を行うことが重要

積込現場においては、お客様から委託される別会社が積込みを行
うことが多く、ドライバーから積込者へお願いすることは立場上難
しく、荷主に対する多様なアプローチが重要

8

取組みの方向性

風化防止
業界共通の風化防止プログラムの策定と継続

荷主団体との

協業取組

お客様案内の推進強化（チラシ配布等）

荷主関係団体との協業取組み

利用運送事業者における仕組み

３．駅持込後における積付状態変動

駅持込以降着駅到着までの間、大型フォークリフトの荷役作業に
よる衝撃や列車輸送中の振動などにより、積付状態が大きく変動
（荷ずれや荷崩れ）する実態がある

「偏積許容率（10%以下）」を遵守して持ち込んだコンテナでも、
輸送途中に発生する積付状態の変動により、偏積許容率を超過する
リスクがあり、積付変動を抑制する対策が不可欠となる

取組みの方向性

原因究明と

対策取組み 鉄道事業者（荷役方式、コンテナ構造等）

発生実態の

再確認

全国の実態調査（線区・発着駅・季節別等）

荷主や利用運送事業者アンケート

利用運送事業者（貨物特性、養生方法等）

今後検討する課題



（１）利用運送事業者等の偏積対策の取組み状況について

【資料4】偏積に関する情報共有等について
（鉄道貨物協会）

令和４年度 鉄道貨物輸送における偏積対策に関する検討会 第２回
（令和４年１０月１１日（火） 鉄道局大会議室）



２０２２．１０．１１ 

(公 社 )鉄 道 貨 物 協 会 

 

 

 

偏 積 に 関 す る 情 報 共 有 等 に つ い て 

 

 偏積に関する情報共有を目的とした情報発信等について、当協会で対応可能なものは次のとおり

である。 

 

 １．当協会主催の本部委員会（利用促進委員会および輸送品質向上委員会）において、委員への

情報共有をおこなう。 

 

 ２．当協会発行の月刊誌「ＭＯＮＴＨＬＹかもつ」（会員等に配布）に掲載する。 

 

 ３．当協会のウェブサイトに掲載する。また、国土交通省、全国通運連盟、ＪＲ貨物のウェブサ

イトとリンクを張る。 

 

 ４．当協会法人会員へ情報共有する。（添付資料：（公社）鉄道貨物協会 会員数） 

 

 ５．当協会の各支部主催の利用促進会議において情報共有する。

 

以上 



法人 個人 計

179 517 696

北海道 259 16 275

東北 302 29 331

新潟 78 10 88

宇都宮 34 4 38

高崎 50 10 60

水戸 41 21 62

千葉 43 6 49

東京 130 85 215

長野 47 17 64

静岡 66 11 77

名古屋 178 46 224

北陸 60 2 62

近畿 224 76 300

米子 20 6 26

岡山 57 8 65

四国 56 6 62

広島 98 16 114

九州 180 15 195

2,102 901 3,003

２０２２.８.３１現在

本部

１
　
８
　
　
支
　
　
部

計

（単位：組織、人）

(公社)鉄道貨物協会 会員数


